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構造改革特別区域計画 

  

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  札幌市 
 

２ 構造改革特別区域の名称 

  風を感じる北のまちづくり・札幌カーシェアリング特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  札幌市の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

(1) 地球温暖化対策の推進 
札幌市では、新たなまちづくり計画において、“世界に誇れる環境の街さ

っぽろ”を目指している。その中で特に重点に置いているのが、地球温暖

化対策であり、本市における CO2排出量の約９割が、家庭やオフィスなど

の民生部門と自動車などの運輸部門からの燃料消費によることから、市民

に地球温暖化問題を正しく周知し、危機感を持って自発的に行動を起こし

てもらうことが必須であると考えている。 
このような観点から、本市では、地球温暖化対策を実効性のあるものと

して進めるために、『CO2削減アクションプログラム』を策定し、約４０の

個別プログラムを展開している。 

 

(2) 自動車環境対策の推進 

札幌市における CO2の排出量の約３割が自動車由来である。また、この

割合は増加傾向にあることから、上記『CO2 削減アクションプログラム』

の中でも、公用車への低公害車率先導入や市民、企業向けの低公害車購入

資金あっせん制度などの低公害車導入を推進するための事業を展開してい

る。さらに、アイドリングストップの推進、環境負荷低減に配慮した運転

走法であるエコドライブの普及を目指し、市民、企業に対する研修会の開

催やハンドブックの配布等を進めている。 

 

(3) 地球温暖化問題と自動車排出ガス等の削減対策のための環境整備 

札幌市では、事業活動や日常生活に伴って生ずる環境への負荷を低減す

ることにより、現在及び将来の市民が健康で文化的な生活を営む上で必要
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とする生活環境を確保することを目的として、「札幌市生活環境の確保に関

する条例」を制定している。 
この中で、自動車による環境負荷に関わる事項として、自動車を使用す

る者の責務及び自動車を販売する者の責務を明記した他、自動車の駐停車

時におけるアイドリングストップや、一定以上の自動車を使用する事業者

に対する自動車使用管理計画の策定・提出について規定している。 
 
(4) 適切な自動車利用への誘導 
  札幌市では、毎年、自動車保有台数が増え続け、平成 16 年 3 月末で 99
万台を超えているが、その一方で、公共交通機関の利用者数が減少する傾向

にある。自動車への過度な依存は、交通混雑を招き、CO2排出量の増大等に

もつながる。 
  こうしたことから本市では、平成 6年度から、毎月 5日と 20日を「さわ
やかノーカーデー」と定め、市民・事業者に過度な自動車利用の自粛や、マ

イカーから公共交通への利用転換を促すため、市営地下鉄・路面電車等で利

用できる１日乗車券「エコキップ」の販売や市民意識の転換に向けた普及啓

発事業を実施している。 
 
(5) 情報関連産業の振興 

札幌市は、首都圏等の大消費地から遠く離れているというハンディキャ

ップを抱え、本州企業と競合していけるような地場産業が乏しく、地理的

デメリットを克服できるような産業基盤の確立が大きな課題となっている。

こうした中、札幌市は、1980 年代から急速に始まった全国的な「情報化」

の流れを積極的に取り込み、情報関連産業振興を経済活性化の重点項目と

した取り組みを始めた。 

札幌は、製造業などの集積が極めて薄く、商業・サービス業などの第３

次産業に大きく傾斜した産業構造を持っている。札幌は全国的にも屈指の

ＩＴ産業の集積地になりつつあるが、札幌の経済全体の活性化を図ってい

くためには、ひとりＩＴ産業のみが成長していくだけではなく、地域に集

積した情報技術が他の分野における企業活動に波及し、その合理化、高度

化を進めていくことが必要である。 

 こうした観点から、札幌市では、2002 年度から、ＩＴ産業振興の役割を

担ってきた「財団法人札幌エレクトロニクスセンター」の組織体制を強化

し、ＩＴを基軸としながら札幌の産業全体の振興という役割を担う財団と

して「さっぽろ産業振興財団」を設立している。 

 同時に、その拠点として、2002 年 10 月に、産業振興センターを開設し、
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ＩＴの集積を武器に、地域全体のＩＴ化を進めていきたいと考えている。 

こうした状況の中でカーシェアリングは、利用者の多様なライフスタイ

ルに応えるサービスとして、札幌のＩＴ技術を十分に活用し得る事業とし

て位置づけることができる。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 
(1) 環境対策 

低公害車利用やエコドライブ走行を取り入れたカーシェアリング事業が

展開されることにより、自動車使用における CO2排出量削減、大気汚染防

止等の環境への負荷低減を図ることができる。また、カーシェアリング利

用者は、自家用車利用に比して、目的地、走行ルート、運行時間等を計画

的、効率的に調整し、走行すると考えられることから、走行時間・距離、

消費燃料の削減を図ることができる。 

 

(2) 新しいライフスタイルの形成 

車を所有することから共有することへの移行により、車に要していたコ

スト（維持費、保険、税金、駐車スペース）を削減し、自動車に依存しな

い新しいライフスタイルが提案される。また車を「みんなで分かち合って

使用する」カーシェアリングはステーションの利用エリア内（町内会レベ

ルの範囲）における利用者相互間の新しいコミュニケーション形成を促す

ことにもつながる。 

 

(3) 地域コミュニティの活性化 

カーシェアリング事業の実施にあたっては、カーシェアリングステーシ

ョンの設置をはじめ、地域の商店街との協働による事業展開が一つの特徴

となっている。商店街にステーションを設置し、商店街利用者の利便性向

上を図ると同時に、商店街の側が商用として利用することも可能になるこ

とで、商店街活性化のための方策としても位置づけられる。 

さらに、今後の事業展開を考えていく中で、商店街のみならずマンショ

ン・アパート等の集合住宅を核とした展開など、シェアリングステーショ

ンの配置を地域コミュニティ活性化の一手段として位置づけられる。 

 

(4) 都市交通問題の解消 

カーシェアリングの普及は、自動車の絶対台数の減少とともに、目的に

基づいた自動車の効率的利用が図られることにより、走行車両数の減少、

あわせて公共交通機関を利用する頻度も高まるとことが期待できる。こう
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した一連の流れによって、交通渋滞の緩和や交通事故の減少など、都市交

通問題の解消に資する効果が期待できる。 

 

(5) 新産業の創出と既存産業の高度化 

  カーシェアリング事業の実施にはＩＴ技術の活用が不可欠であるが、そ

こにＩＴ産業の集積が進んだ札幌市にある企業の技術を活用できる新たな

分野が創出される。また、カーシェアリングで利用するＩＣカード等の活

用により地域住民の生活に密着した新たなビジネス展開が期待できる。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

  低公害車利用やエコドライブ走行を取り入れたカーシェアリングを多くの

市民が利用するにより、低公害かつ効率的な自動車利用を促進し、CO2 排出

量削減、大気汚染防止につなげる。 

  カーシェアリングの普及を推進していくにあたって最大の障害になると考

えられることは、利用者の快適性である。利用者の好きな時間に好きなだけ

利用できるという個人所有の自動車が持つ快適性をカーシェアリング事業は

ＩＴ技術等の活用により追求していく。自動車を利用する我々が得ている快

適性の裏には、コスト面、環境面で大きな損失があるということを広く市民

に認識してもらうことを含めて、カーシェアリングの持つ可能性を市民に伝

えていく。 

  また、カーシェアリング事業のより効果的な実施にあたり本市の先端企業

がもつＩＴ技術を活用し、新規雇用の創出効果とともに地域経済の活性化に

つなげていく。 

 

７ 構造改革特別区域計画が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

(1) エコドライブの普及 
低公害車利用やエコドライブ走行を取り入れたカーシェアリング事業の

展開を、広く市民に周知することにより、利用者のみならず本市全体とし

て低公害車導入、エコドライブ普及を推進することができる。 

 
(2) 環境に対する効果 
カーシェアリングが普及しているスイスにおける調査では、カーシェア

リング加入前と加入後では自動車の平均走行距離が年間 9300㎞から 2600
㎞へと大幅に減少し、一方で公共交通機関の平均使用距離が加入前に 5700
㎞であったものが、加入後に 7700 ㎞へと増加したとの結果がでている。
このことは一人当たりの CO2排出量が 2753㎏から 661㎏に約 2.1トンも
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減少させたことを示しているものであり、スイスと札幌の交通環境に差が

あるとはいえ、札幌市では CO2排出量の約３割が自動車に起因していると

いう現状において、カーシェアリングは CO2排出量削減に大きな効果が期

待される。 
 
(3) 公共交通機関の利用促進 

(2)のスイスにおける調査結果は、自動車走行距離の減少とともに、公共
交通機関の使用が平均 2000 ㎞増加することを示している。このことから、
カーシェアリングの普及により、過度な自動車利用の抑制や公共交通機関の

利用促進の効果が期待できるものと考えられる。 
  

(4) 自動車の所有に関する市民意識の転換 
本市を含めた地方都市においては自動車が移動手段として大きな比重を

占めている。さらに、自動車はかつての「一家に一台」から「一家に数台」

という状況が出現している。メインの車両を一気にシェアリングに変えてい

くことは容易ではないが、カーシェアリング事業の普及によりまず２台目、

３台目の所有の抑制と効率的な自動車利用を通じて、渋滞の緩和や複数所有

の費用軽減を図り、過剰な自動車利用の抑制を含め、自動車を所有すること

に伴う様々なコストについての見直し意識を浸透させていくことが期待さ

れる。 
 
(5) 雇用の増加 
カーシェアリング事業の実施にあたっては様々な段階において新規の雇

用が発生する。会員の勧誘、巡回メンテナンス、カークリーニング、電話予

約センターの開設などで雇用の創出が期待される。札幌市はコールセンター

機能の誘致を積極的に進めており、そうした政策にも合致したものとして人

材の確保も可能である。 
 
(6) ＩＴ技術の積極展開 
カーシェアリング事業の実施にあたり必要となる車両の無人貸し渡し、個

人認証には高度なＩＴ技術が必要になる。現在様々な分野においてＩＣチッ

プ内臓カードの活用による事業の発展、連携が盛んに進められているが、公

共交通機関との連携が求められるカーシェアリング事業体にとっても重要

な課題である。そこで、これらの研究・開発にあたり札幌の先端企業が有す

るＩＴ技術が利用・応用でき、業界のみならず、地域経済の活性化につなが

るものと期待される。 
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８ 特定事業の名称 
・環境にやさしいレンタカー型カーシェアリングのための無人貸渡しシステ

ム可能化事業（1217） 
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業その他構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が

必要と認める事項  
 
特になし 



（別紙） 
 
構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業の内容、

実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措置の内容 
 
 
１ 特定事業の名称 
環境にやさしいレンタカー型カーシェアリングのための無人貸渡しシステム可能

化事業（1217） 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
ウインド・カー株式会社 
代表取締役 須賀原信広 
住所：札幌市西区八軒１条東４丁目１番 79号 

 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
    認定を受けた日 
 
４ 特定事業の内容 
    ＜事業関与主体＞ 

ウインド・カー株式会社 
    ＜事業が行われる区域＞ 
      札幌市の全域 
    ＜事業の開始時期＞ 
      平成１７年3月～ 
    ＜事業により実現される行為＞ 
    特区内において、環境への影響の低減を図ることを目的として、ハイブリッ

ト車等の環境に配慮した車両を使用したレンタカー型カーシェアリングを推進

する。なお、本事業を実施するにあたり、車両の受渡しは無人の事務所で行わ

れるものであり、ＩＴ等を活用することによって車両の整備・管理に支障が生

じないような代替措置を講じる。 
    ・対象  
      会員登録した個人、法人 
  ・利用車両 
     低燃費かつ低排出認定車を利用 

 



    ・受け渡し 
      ＩＴ技術を活用した無人システムを構築 
      会員はＩＣカードを所持し、これによって会員認証、ドアロック、イグ

ニション、メンテナンス等の管理を行う。 
      予約はインターネット及び電話により行う。 
    ・ステーション配置 
      事業化当初は商店街を中心に配置し、各ステーションに車両１台 
    ・料金 

      １時間700円程度（ガソリン、保険等込み） 

    ・車両整備 

      ウインド・カー㈱が担当し、利用状況に応じて各ステーションの巡回点

検を行う。 

 
５ 当該規制の特例措置の内容 
本事業はＩＴ技術を活用し、無人による車の貸し渡しを可能にすることによって

利用者の利便性を高め、さらに環境に配慮した車を使うことにより、低公害車やエ

コドライブの普及促進を図るものである。 
また、本事業が広く市民に認識されることにより、環境面における効果のみにと

どまらず、自動車の所有から共有という発想の変化を通じて、交通環境の改善、新

しいライフスタイルの形成、地域コミュニティの活性化、公共交通機関の利用促進、

地域産業の活性化及び新規雇用の創出など、新たな北のまちづくりへの一つの試み

が広がることを期待するものである。 
本市におけるカーシェアリング事業は、昨年 11月から商店街を核とした実証実験
を実施しており、事業化後も当初は地域の商店街を中心に事業展開を行う。今後に

ついては、商店街と類似の展開が期待できるコンビニエンスストアとの連携につい

て検討を進めていくと同時に、都心部での展開、公共交通機関との連携、マンショ

ンディベロッパーとの連携による集合住宅での活用などについて順次展開を図って

いくものである。 
 


